
令和７年度広島県児童生徒１人１台端末等共同調達に係る 

公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１ 目的 

  本要領は、広島県内の市町が共同で調達する義務教育課程の児童生徒１人１台端末等に関し

て、優れた供給能力を有する契約の候補者（以下「契約候補者」という。）を選定するために実

施する公募型プロポーザルに係る応募の手続等について必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 共同調達について 

（１）広島県ＧＩＧＡスクール推進協議会（以下「協議会」という。）が実施する共同調達とは、

児童生徒１人１台端末等調達を実施する必要がある広島県内の市町が共同で物品の調達を行う

ことをいう。 

（２）共同調達にあたっての契約候補者選定は協議会が執り行い、調達物品に係る契約は、原則と

して本調達に参加する教育委員会（以下「各教育委員会」という。）と契約候補者の間で協議

の上、各教育委員会を設置する自治体（以下「各自治体」という。）と契約候補者が、見積金

額をもって個別に締結する。また、各教育委員会が希望する場合は、契約候補者と協議の上、

有償オプション等を追加して契約できるものとする。 

（３）各教育委員会と契約候補者の協議により、機器台数等は変更することができることとする。

なお、各自治体の議会における予算議決状況により台数等を変更する場合がある。その際、各

教育委員会及び各自治体の立場に何ら影響を与えないものとする。 

 

３ 業務に関する各種事項 

（１）名称 

   令和７年度広島県児童生徒１人１台端末等共同調達 

（２）実施者 

   広島県ＧＩＧＡスクール推進協議会（事務局：広島県教育委員会事務局学校経営課内） 

（３）納入期限及び納入場所 

   令和７年度広島県児童生徒１人１台端末（iPadOS及び ChromeOS）等共同調達に係る提案依

頼書（共通仕様書を含む。以下「提案依頼書」という。）別紙１のとおり。詳細は、契約候補

者と各教育委員会が協議の上、決定することとする。なお、各自治体における実際の発注を保

証するものではない。 

（４）１台あたりの単価限度額 

   55,000円（消費税及び地方消費税の額を含む）（※） 

   なお、リースを希望する教育委員会に関しては、契約候補者が提出した見積書の価格を基に

各教育委員会と契約候補者で協議した上、各教育委員会が選定したリース事業者に端末を販売

することとする。 

   ※ 基本パッケージの額であり、有償オプション（応用パッケージ）等には適用しない。 



（５）内容 

   令和７年度広島県児童生徒１人１台端末（iPadOS及び ChromeOS）等共同調達に係る提案依頼  

書のとおり。 

（６）参加申込及び提出期限 

   ４の（１）に示す提出書類について、次の期限までに、11に示す提出先に持参又は郵便等

（書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14年法律第 99号）第２条第

６項に規定する一般信書便事業者又は同条第９項に規定する特定信書便事業者の提供する同条

第２項に規定する信書便の役務のうちこれらに準ずるものに限る。）に加え、電子メールによ

って提出すること。（※） 

  ア 令和７年２月 27日（木）17時：４の（１）のア及びイ 

  イ 令和７年３月 13日（木）17時：４の（１）のウからケ 

   ※ 留意事項 

    ・ 持参での提出は、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178

号）に規定する休日（以下「休日」という。）を除く、午前９時から午後５時までの

間、随時受け付ける。 

    ・ 郵便等及び電子メールでの提出は、期限までに必着すること。 

    ・ 電子メールでの提出は、電子媒体の容量が５メガバイトを超過する場合は、提出先に

相談すること。 

（７）審査方法 

   本プロポーザルは、書類及びプレゼンテーション等による選定とする。評価は、評価基準に

基づき、各評価項目に配点を付して行い、最高得点の者を契約候補者として決定する。なお、

企画提案者が１者のみの場合も、所定の審査の上、決定するものとする。 

  ア 第１次審査（書類による審査） 

令和７年度広島県児童生徒１人１台端末等共同調達に係る公募型プロポーザル選定委員会

（以下「選定委員会」という。）が、企画提案者から提出された書類の審査を行い、ＯＳご

とに、要求する水準を満たしている上位３者程度を第２次審査の対象として選定する。 

  イ 第２次審査（プレゼンテーション及びヒアリングによる審査） 

    第１次審査において第２次審査の対象として選定された企画提案者が、オンライン形式に

よりプレゼンテーション（20分）及びヒアリング（20分）を行う。別に定める評価基準に

より、選定委員会が評価した順位が最も高い提案者を契約候補者とする。 

  （ア）プレゼンテーションは、業務の主体となるプロジェクトマネージャーが、資料に沿っ

て、重要なポイントを押さえて説明すること。 

  （イ）企画提案者がプレゼンテーションを実施した後に、選定委員会の審査委員から提案内容

等に関するヒアリングを行うため、簡潔に回答すること。 

  ウ 評価項目 

    評価項目については、３の（６）のアに示す書類提出の際に交付する「令和７年度広島県

児童生徒１人１台端末等共同調達公募型プロポーザルに係る評価項目」に基づき記載した項

目を対象に評価を行う。 



（８）実施日時等 

   10に示すとおり。 

（９）審査結果 

全ての企画提案者に書面で通知する。なお、審査結果に関する問合せは受け付けない。 

 

４ 提出書類 

  企画提案者の状況や本事業への取組体制及び管理運用能力等を審査するため、次の資料につい

てそれぞれ電子媒体及び紙媒体（正本１部、副本２部）の提出を求めるものとする。 

（１）提出書類の種類 

提出書類は、次のとおりとする。 

ア 企画提案応募申請書 

（ア）単独の事業者の場合  

企画提案応募申請書【様式１‐１】 

（イ）特定業務共同企業体(以下「共同企業体」という。)の場合 

企画提案応募申請書【様式１‐１】、共同企業体構成書【様式１‐２】及び委任状【様

式１‐３】 

イ 会社概要書【様式２】 

ウ 実績書【様式３】 

エ 業務実施体制 

執行図【様式４‐１】及び役割別【様式４－２】 

  オ 誓約書【様式５】 

カ 見積書【様式６】 

詳細見積（任意様式） 

キ スペック表【様式７】 

ク 企画提案書（任意様式） 

ケ 参加資格を証する書類 

    「公募型プロポーザル実施要領別紙 提出書類一覧」に示すとおり。 

（２）提出書類の書式 

ア 紙媒体の提出資料は、原則Ａ４判で作成し指定の様式を用いること。ただし、Ａ３判の折

込みは可とする。 

イ 企画提案書については、タテ、ヨコを統一し、表紙及び目次を付けること。また、枚数

は、参考資料も含めて 20枚（両面 40ページ）以内とする。なお、作成は Microsoft 

PowerPointが望ましい。 

ウ 提案説明は、専門用語をできるだけ避けるなど、平易な表現に努め、要点を簡潔にまとめ

ること。専門性の高い用語は、書面に注釈を付記する等、内容が正しく把握できるよう工夫

すること。 

エ 詳細見積については、別紙「提案依頼書」に示す調達機器（端末・周辺機器）、ソフトウ

ェア、保守・保証、導入に係る役務等の内訳の数量及び金額を記載すること。なお、作成は



Microsoft Excelが望ましい。 

（３）提出書類の構成 

提出資料には、次の事項を記載すること。 

ア 実績書 

小中学校(私立含む)、国（公社、公団及び独立行政法人を含む）又は地方公共団体向け情

報端末等導入に関する事業等のうち、過去６年間（令和元年度から令和６年度までの間）に

契約を締結又は現在運用している実績について記載すること。 

イ 業務実施体制 

（ア）配送やキッティング等に係る体制を具体的かつ明確に説明すること。（共同体での実施

の場合は事業者間の連携体制も併せて説明すること。） 

（イ）業務に係わる担当者等で本業務に有用な資格・実績があれば記載すること。 

ウ 見積書及び詳細見積 

（ア）見積書については、基本パッケージ（補助金額の範囲内）の総計金額を記載すること。 

（イ）詳細見積については、有償オプション（応用パッケージ）等の単価を示すこと。 

（ウ）初年度に係る経費及び２年目以降にかかる経費がある場合はその内訳を記載すること。 

エ スペック表 

（ア）調達機器（端末・周辺機器）、ソフトウェア、保守・保証、導入に係る役務等を記入す

ること。 

（イ）仕様書のスペックを上回る点があれば記入すること。 

（ウ）カタログがあれば添付すること。 

オ 企画提案書の内容 

（ア）会社の特質 

（イ）業務実施体制 

（ウ）端末構成等 

（エ）導入作業 

（オ）見積金額 

（カ）応用パッケージ部分 

（キ）端末の回収 

 詳細は、提案依頼書を参照のこと。 

（４）提出書類の作成に用いる言語等 

   申請書、決算書及び委任状は、日本語で作成すること。その他の書類で外国語による記載の

ものは、日本語の訳文を付記又は添付するものとする。 

   また、申請書及び添付書類のうち、金額欄については、日本国通貨をもって記載すること。 

 

５ 質問 

 （１）方法：次の電子フォームに記載 

電子フォーム（リンク） 

 （２）期間：令和７年２月 17日（月）～令和７年３月６日（木）17時 

https://forms.gle/L5B2Lr4hoXR42szp9


 （３）回答：５開庁日以内に、質問・回答をＷｅｂに掲載する。また、回答内容は、本プロポー

ザルの実施要領や仕様書等に記載する内容の追加又は修正とみなす。回答が掲載され

ない場合は、広島県ＧＩＧＡスクール推進協議会事務局（広島県教育委員会事務局学

校経営課内）宛てに、電話で確認すること。 

 

６ 契約候補者の選定 

本プロポーザルは、評価項目に基づき審査する。また、各評価項目の評価指標及び配点につい

ては別に定める。 

 

７ 参加資格 

本プロポーザルに参加できる者は、単独の事業者又は共同企業体のいずれかとし、共同企業体

による提案の場合には、代表する事業者をもって、本プロポーザルに参加することとする。 

（１）要件 

次に掲げる条件を全て満たすものとする。 

ア 法人であること。 

イ 過去６か年以内に、小・中学校(私立含む)、国（公社、公団及び独立行政法人を含む）又

は地方公共団体と同種又は類似する業務（国・地方公共団体との情報端末等の売買又は賃貸

借契約等）の契約を締結し、履行した実績を有すること。 

ウ 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定にいずれも該当しない者

であること。 

  エ 地方自治法施行令第 167条の４第２項各号に該当すると認められる事実があった後、２年

を経過しない者でないこと。また、その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人

として使用する者でないこと。 

オ 本調達の参加募集開始日から契約締結日までの間のいずれの日においても、国、広島県及

び共同調達に参加する市町から指名停止を受けていない者であること。 

カ ３の（６）のアに示す期限までに、広島県及び各教育委員会を設置する市町の入札参加資

格があること。ただし、３の（６）のアに示す期限までに当該資格がない場合は、９の

（４）に示す契約までに、入札参加資格を取得する見込みがあること。 

キ 広島県内に事業所を有する者にあっては、県税の全項目に滞納がないこと。 

ク 最近２事業年度の消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

ケ 暴力団（広島県暴力団排除条例（平成 22年広島県条例第 37号）第２条第１号に規定する

暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員でないこと（同条第２号に規定する暴力団員

をいう。以下同じ。）、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

コ 業務について十分な遂行能力を有すること。 

サ 業務終了までの間、広島県教育委員会事務局学びの変革推進部学校経営課との協議、連絡

調整が随時行えること。 

シ 情報セキュリティマネジメントシステム適合性評価制度におけるＩＳＭＳ（ＪＩＳＱ

27001（ＩＳＯ／ＩＥＣ27001））認証を取得している、又は一般財団法人日本情報経済社会



推進協会のプライバシーマーク（ＪＩＳＱ15001）の付与を受けていること。(共同企業体の

場合、個人情報等の機微情報を取り扱う業務を行う事業者のみの資格取得で構わない。) 

ス 会社更生法（平成 14年法律第 154号）の規定による再生手続き開始の申立て又は民事再

生法（平成 11年法律第 225号）の規定による再生手続開始の申立てがなされている者（再

生計画の認可が決定された者又は再生計画の認可の決定が確定された者を除く。）でないこ

と。 

セ 事業者の本支店又は営業所が、広島県に１か所以上あること。 

ソ 応募は、共同企業体でも可とし、この場合の要件は以下のとおりとする。 

（ア）共同企業体を代表する事業者が応募を行うこと。 

（イ）共同企業体を構成する全ての事業者が、参加資格ア、ウからサ及びスの要件を満たす者

であること。 

（ウ）共同企業体を構成する事業者のうち、個人情報等の機微情報を取り扱う業務を行う事業

者がシの要件を満たす者であること。また、共同企業体を構成する事業者のいずれかが、

応募資格イ及びセの要件を満たす者であること。 

タ 次に掲げる事項について承諾又は順守すること。 

（ア）協議会が契約候補者を選定後、各教育委員会と協議の上、調達内容を確定させること。 

（イ）提案に係る一切の費用は、企画提案者の負担となること。 

（ウ）提出した書類等については、著作権法（昭和 45年法律第 48号）第 18条第３項第３号

の意思表示がない場合、広島県及び各自治体の情報公開条例に基づき公開すること。 

（エ）広島県及び各自治体に対する債務がないことを調査すること。 

（オ）複数の企画提案書を提出することはできないこと。（ＯＳが異なる場合を除く。） 

（カ）締切り期限経過後の提出は認めないこと。 

（キ）提出物の変更又は返却は認めないこと。 

（ク）仕様に不適合な事項がある場合で、企画提案書に不適合事項として記載がないときは、

全て仕様に適合しているものとして審査するため、仕様に適合させるために追加となる費

用を負担すること。 

（ケ）選定結果を、ホームページに掲載すること。 

（コ）提供する全ての情報について、提案に関与しない第三者に漏洩しないこと。 

（サ）企画提案応募申請書を提出後、協議会及び各教育委員会に対し、本件に関しての営業行

為及び折衝等（第三者を介するものを含む。）を行わないこと。 

 

８ 失格事項 

本プロポーザルにおいて、企画提案者又は提出された企画提案書が次のいずれかに該当する場

合は、その提案を失格とする。 

（１）参加資格要件を満たしていない場合 

（２）１台あたりの単価限度額を超過している場合 

（３）提出書類に虚偽の記載又は不備があった場合 

（４）選定結果に影響するような信義に反する行為、不誠実な行為があった場合 



 

９ 契約事項 

（１）選定委員会の評価した得点が最も高い企画提案者を契約候補者とし、契約に係る協議を行

う。 

（２）評価した得点が最も高い場合でも、評価の総合得点が満点の 60％に満たないときは、契約候

補者としない。 

（３）契約候補者が契約を締結しない場合又は協議が整わなかった場合は、その特定を取り消し、

次点となった企画提案者を契約候補者とし、契約内容について協議を行う。 

（４）契約候補者は、各教育委員会と仕様書の協議合意後、必要な場合は、速やかに各自治体と仮

契約を締結しなければならない。仮契約については、各自治体の規定に基づき、当該契約が各

自治体の議会において可決された場合に本契約として成立する旨の条項を付し、議決後に本契

約として有効となるものである。議会の可決が得られない時は、本件の契約は無効とする。 

（５）本手続は、各自治体の予算等の議決を前提とした準備手続であり、議会において当該予算案

が否決された場合は、契約を締結しないことがある。 

（６）契約に至った場合は、次に掲げる事項を、各自治体のホームページに掲載する場合がある。 

  ア 契約の相手方 

  イ 契約金額 

 

10 スケジュール 

（１）募集（参加申込み受付）開始 令和７年２月 17日（月） 

（２）参加申込み受付期限 令和７年２月 27日（木）17時 

（３）提案依頼書等に関する質問受付期限 令和７年３月６日（木）17時 

（４）提案依頼書等に関する質問に対する回答期限 令和７年３月 11日（火） 

（５）企画提案書等提出期限 令和７年３月 13日（木）17時 

（６）第１次審査（書類による審査）結果通知 令和７年３月 21日（金） 

（７）第２次審査（プレゼンテーション及びヒアリングによる審査（オンライン形式））  

令和７年３月 27日（木） 

（８）選定結果通知 令和７年４月上旬 

 

11 提出先 

広島県ＧＩＧＡスクール推進協議会事務局 

（広島県教育委員会事務局学びの変革推進部学校経営課内） 

〒730-8514 広島県広島市中区基町９番 42号（広島県庁東館５階） 

電話番号：０８２－５１３－４９４７ 

電子メールアドレス：kyokeiei@pref.hiroshima.lg.jp 



様式

様式名 提出資料
代表
企業

構成
企業

ア　企画提案応募申請書

（ア）単独の事業者の場合

　　　企画提案応募申請書 様式１‐１ ○ ―

（イ）特定業務共同企業体(以下「共同企業体」という。)の場合

　　　企画提案応募申請書 様式１‐１ ○ ―

　　　共同企業体構成書 様式１‐２ ○ ○

　　　委任状 様式１‐３ ― ○

イ　会社概要書 様式２ ○ ○

ウ　実績書 様式３ ○ △

エ　業務実施体制（執行図及び役割別） 様式４‐１及び様式４‐２ ○ ―

オ　誓約書 様式５ ○ ○

カ　見積書 様式６ ○ ―

　　詳細見積
任意様式
（Microsoft Excelが望ましい）

○ ―

キ　スペック表 様式７ ○ ―

ク　企画提案書
任意様式
（Microsoft PowerPointが望ましい）

○ ―

参加資格を証する書類

参加資格 提出資料
代表
企業

構成
企業

ア　法人であること。
履歴事項全部証明書、印鑑証明書（発行後
３か月以内のもの）

○ ○

イ　過去６か年以内に、小中学校(私立含む)、国（公社、公団及び独立行政
法人を含む）又は地方公共団体と同種又は類似する業務（国・地方公共団体
との情報端末等の売買又は賃貸借契約等）の契約を締結し、履行した実績を
有すること。（共同企業体の場合、構成する事業者のいずれかのみの実績で
構わない。）

契約書写し ○ ○

ウ　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定にいずれも
該当しない者であること。

エ 地方自治法施行令第167条の４第２項各号に該当すると認められる事実が
あった後、２年を経過しない者でないこと。また、その者を代理人、支配人
その他の使用人又は入札代理人として使用する者でないこと。

オ　本調達の参加募集開始日から契約締結日までの間のいずれの日において
も、国、広島県及び共同調達に参加する市町から指名停止を受けていない者
であること。

キ　広島県内に事業所を有する者にあっては、県税の全項目に滞納がないこ
と。

ク　最近２事業年度の消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

ケ　暴力団（広島県暴力団排除条例（平成22年広島県条例法律第37号）第２
条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員でないこ
と（同条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）、又は暴力団若し
くは暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。

様式５

コ　業務について十分な遂行能力を有すること。
決算報告書（貸借対照表、損益計算書）又
はこれに類する書類直近２事業年度分

○ ○

シ　情報セキュリティマネジメントシステム適合性評価制度におけるＩＳＭ
Ｓ（ＪＩＳＱ27001（ＩＳＯ／ＩＥＣ27001））認証を取得している、又は一
般財団法人日本情報経済社会推進協会のプライバシーマーク（ＪＩＳＱ
15001）の付与を受けていること。(共同企業体の場合、個人情報等の機微情
報を取り扱う業務を行う事業者のみの資格取得で構わない。)

資格保有を証する書類 ○ ○

ス　会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による再生手続き開始の申立
て又は民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続開始の申立
てがなされている者（再生計画の認可が決定された者又は再生計画の認可の
決定が確定された者を除く。）でないこと。

セ　事業者の本支店又は営業所が、広島県に１か所以上あること。

アに同じ ―

公募型プロポーザル実施要領別紙　提出書類一覧

―

アに同じ ―

納税証明書（国、広島県）直近２事業年度
分

○ ○


